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主主主主なななな提言提言提言提言 
インクルーシブインクルーシブインクルーシブインクルーシブなななな社会社会社会社会のののの普及普及普及普及にににに向向向向けたけたけたけた国際的国際的国際的国際的なななな取取取取りりりり組組組組みによってみによってみによってみによって、、、、障障障障がいのあるがいのあるがいのあるがいのある子子子子どもたちとどもたちとどもたちとどもたちと

そのそのそのその家族家族家族家族のののの置置置置かれたかれたかれたかれた状況状況状況状況はははは改善改善改善改善したしたしたした。。。。だがだがだがだが、、、、そのようなそのようなそのようなそのような子子子子どもたちのどもたちのどもたちのどもたちの多多多多くはくはくはくは、、、、自自自自らがらがらがらが属属属属するするするするココココ

ミュニティミュニティミュニティミュニティのののの市民的市民的市民的市民的、、、、社会的社会的社会的社会的およびおよびおよびおよび文化的事象文化的事象文化的事象文化的事象へのへのへのへの参加参加参加参加をををを阻阻阻阻むむむむ障壁障壁障壁障壁にににに今今今今なおなおなおなお直面直面直面直面しているしているしているしている。。。。イイイイ

ンクルージョンンクルージョンンクルージョンンクルージョン（（（（誰誰誰誰もがもがもがもが受受受受けけけけ入入入入れられるれられるれられるれられる社会社会社会社会））））をををを通通通通じたじたじたじた公平性公平性公平性公平性のののの約束約束約束約束をををを実現実現実現実現するためにはするためにはするためにはするためには、、、、以以以以

下下下下のののの行動行動行動行動がががが求求求求められるめられるめられるめられる。。。。 

1. 「障害者の権利に関する条約」と「子どもの権利条約」を批准し、これを履行する。 

2. 差別と闘うとともに、一般市民、意思決定者、および子ども・青少年向けの基本的なサービ

ス（保健、教育、保護などの分野）の提供者の障がいに対する認識を高める。 

3. インクルージョンを阻む障壁を取り除き、子どもたちを取り巻くすべての環境（学校、保健

医療施設、公共交通機関など）を、障がいのある子どもたちにとってアクセスしやすく、友だ

ちと一緒に参加したくなるようにする。 

4. 障がいのある子どもたちの施設への新規入所を一時的に禁止することから始め、脱施設化を

進める。これに伴って、家族によるケアと地域に根ざしたリハビリテーションを推進し、それ

に対する支援を拡充する。 

5. 障がいのある子どもの養育に伴い生じる生活費の上昇と収入獲得の機会喪失に対処できるよ

う、家族を支援する。 

6. 障がいのある子どもと青少年のニーズを満たす支援やサービスの評価に、障がい者とその家

族を関与させ、最低基準より上を目指す。 

7. 障がいのある子どもと青少年およびその家族が直面しているあらゆる課題に対処するため、

すべての部門にわたってサービスを調整する。 

8. 障がいのある子どもたちや青少年を、自らに影響を与える意思決定に参加させる（受益者と

してだけでなく、変革の主体として関与させる）。 

9.障がいに関する協調的なグローバル・リサーチ計画を推進することで、信頼性が高く比較可

能なデータを収集できるようにする。そのようなデータは、計画策定とリソース配分の指針と

し、障がいのある子どもたちをより一層明確な形で開発課題に載せる。 

国際的国際的国際的国際的、、、、全国的全国的全国的全国的なななな取取取取りりりり組組組組みみみみがうまくがうまくがうまくがうまく行行行行っているかどうかのっているかどうかのっているかどうかのっているかどうかの検証検証検証検証はははは、、、、すべてすべてすべてすべて地域地域地域地域レベルレベルレベルレベルでででで明明明明らからからからか

となるとなるとなるとなる。。。。障障障障がいのあるがいのあるがいのあるがいのある子子子子どもたちすべてどもたちすべてどもたちすべてどもたちすべてがががが、、、、どれほどどれほどどれほどどれほど遠隔地遠隔地遠隔地遠隔地にいようとにいようとにいようとにいようと、、、、またまたまたまた、、、、どれほどどれほどどれほどどれほど困窮困窮困窮困窮

したしたしたした状況状況状況状況にあろうともにあろうともにあろうともにあろうとも、、、、ほかのほかのほかのほかの子子子子どもたちとどもたちとどもたちとどもたちと同等同等同等同等のののの権利権利権利権利（（（（サーサーサーサービスビスビスビス、、、、支援支援支援支援およびおよびおよびおよび機会機会機会機会のののの利用利用利用利用をををを

含含含含むむむむ））））をををを享受享受享受享受しているかどうかしているかどうかしているかどうかしているかどうかでででで分分分分かるのでかるのでかるのでかるのであるあるあるある。。。。 
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序論序論序論序論 

一般的に本書のような報告書は、ある問題に焦点をあてるため、まず初めに統計を提示する。

ところが、今回、この「世界子供白書 2013」が取り上げている少年少女たちは問題そのもので

はない。それどころか、ひとりひとりが妹や弟、あるいは友人であり、それぞれに好みの料理

や歌、ゲームを持っている。夢を持ち、その夢を実現したいと思っている娘や息子の場合もあ

ろう。彼らは、ほかのすべての少年少女たちと同じように権利を持つ、障がいのある子どもた

ちである。 

 

障がいのある子どもたちは、ほかの子どもたちと同じように、活躍の機会を提供されれば、充

実した生活を送り、地域の社会、文化および経済の活力増進に貢献する可能性を持っている。

ところが、障がいのある子どもたちにとっては、生存し、健康に成長すること自体が難しい場

合がある。障がいのある子どもたちは、障がいのない子どもたちに比べ、貧困に陥る可能性が

高い。子どもたちが同じように不利益な環境にあったとしても、障がいのある子どもたちは、

障がいに起因する課題をさらに背負い込み、社会の中でさまざまな障壁にぶつかる。貧困状態

にある子どもたちは、教育やヘルスケアなどの恩恵を最も受けにくいが、貧困下にあり、かつ

ブラジルの水辺で楽しいひとときを過ごす、 

脳性マヒの少年ビクター（１３歳） 

© Andre Castro/2012 
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障がいがある子どもの場合は、地元の学校へ通ったり、診療所を利用したりする機会がさらに

少なくなる。 

 

多くの国では、障がいのある子どもたちは施設に入れられるか、放置または育児放棄されるこ

とが多い。こうした対応自体が問題であり、それは障がいのある子どもたちは何もできず、人

に依存し、ほかの子どもたちとは異なるという否定的な思い込み、あるいは逆に温情的な思い

込みに根ざしており、真の理解がないことに起因する。必要なのは、子どもたちの権利と彼ら

の未来に対して、コミットメント（約束を果たす責任と意気込み）を持ち続けることである。

最も困難な立場にある人たちを優先しつつ、公平性の観点に鑑み、すべての人のために、そう

すべきなのである。 

 

障がいのある子どもたちは、障がいの種類、住んでいる場所、帰属する文化や階層に応じてさ

まざまな形態の排斥に直面し、それによって受ける影響の程度も異なる。ジェンダーも極めて

重要な要因となる。障がいのある女子は、障がいのある男子や障がいのない女子に比べ、教育

や職業訓練を受ける機会が少なく、就職先を見つけられる可能性も低い。 

 

障がいのある子どもたちは「できない」と見なされることが多く、それがために脆弱性が高

い。障がいを理由にした差別は資源や意思決定からの排斥という形で現れ、ひどい場合には殺

害に至る場合もある。排斥は、彼らが「見えてこない存在」だということに起因することが多

い。障がいのある子どもたちが国民の中に何人いるのか、どのような障がいがあり、それによ

りどのような障がいがあるかについて、信頼できるデータを持っている国はほとんどない。こ

うして排斥された子どもたちはその存在が認識されず、結果的に本来受けることができる公共

サービスから排斥されるのである。子ども時代に必要なサービスを受けられない場合、後々の

人生において有利な職に就けなかったり、市民活動への参加ができなかったりと、長期にわ

たってその影響が続く可能性がある。逆に、支援サービスや支援技術を利用できれば、障がい

のある子どもたちは地域社会で自らの居場所を見つけ、貢献することができるようになる 
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将来の見通しはそれほど暗くはない。「子どもの権利条約（CRC1
）」と「障害者の権利に関する

条約（CRPD2
）」に基づき、世界中の政府が、障がいの有無に関わらず、すべての子どもが、い

かなる差別も受けずに権利を享受できるよう、国としての責任を果たすことを誓った。この 2

つの条約は、障がいのある子どもたちのコミュニティへのインクルージョン（誰もが受け入れ

られる社会）

3
に、世界全体が真摯に取り組んでいることを示している。障がいのある子どもた

ちも、ほかの子どもたちと同様、権利を持っていることを明示している。 

 

インクルージョンは単に「統合」を意味するわけではない。例えば、教育面で見た場合、障が

いのある子どもたちを「普通」校に入学させるという形である。これだけではインクルージョ

ンにはならない。インクルージョンは、すべての子どもたちが質の高い学習とレクリエーショ

ンを一緒に楽しめるよう学校を設計および運営するとき初めて実現する。そのためには、障が

いのある子が点字、手話、ニーズに合ったカリキュラムが利用できるようにする必要がある。 

 

インクルージョンはすべての人に恩恵をもたらすものである。再び教育を例に挙げると、ス

ロープや幅広い出入り口は車椅子の利用者に限らず、子どもたち、教師、父母、学校への訪問

者全員にとって使いやすく、安全性を高めてくれるものとなる。 

 

インクルージョンと公平性を促進する取り組みにおいても、障がいのある子どもたちは家族、

障がい者団体、父母会、コミュニティー・グループの支援を得られるようにしなければならな

い。同時に遠い所にある支援団体にも頼れるようにすべきである。各国政府は、「障害者の権

利に関する条約」や「子どもの権利条約」に政策やプログラムを合致させることで力を貸すこ

とができるはずである。国際的なパートナーたちは条約に沿った支援を提供することができ、

                                                        

1 Convention on the Rights of the Child=「子どもの権利に関する条約」=通称「子どもの権利条

約」。参考訳（外務省）：http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/jido/zenbun.html 

 

2 Convention on the Rights of Persons with Disabilities =「障害者の権利に関する条約」。参考訳

（外務省）：http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/treaty/shomei_32.html 

 

「世界子供白書 2013」の和文では、法令・条約の公式名称を除き、「障害」を「障がい」と表

記した 

 

3 「世界子供白書 2013」のキーワードは inclusion=インクルージョン もともとは「含める」

ことであるが、ここでは一歩進んだ考えであるため、インクルージョン（誰もが受け入れられ

る社会）としてある 
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民間部門の企業やそのほかの事業体は、雇用面で多様性を推進することにより、インクルー

ジョンを促進すると同時に有能な人材を集めることができるはずだ。 

 

障がいのある子どもたちが耐え忍んでいる、さまざまなサービスからの排斥の要因、また、そ

れが根付いてしまう要因は、彼らの存在そのものが見えていないことにある。調査を実施して

いる団体や機関は、正確なデータ収集と分析を通じて障がいのある子どもたちの存在が分かる

よう努力している。それにより、人々の理解が促進され、差別や偏見がなくなり、リソース

（資源）と支援が彼らに集まり、その効果を的確に測ることが可能となる。しかしながら、政

策決定者たちは、何もデータが揃うのを待ってからインクルーシブなインフラやサービスに着

手する必要はない。大切なのは、柔軟性を持たせ、新しいデータが出てきたときには、それに

適応できるようにしておくことである。 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

統計統計統計統計についてについてについてについて 

 

幅広く利用されている推計値によると、9,300万人近くの子どもたち―14歳以

下の子どもの 20 人にひとり―が何らかの種類の、中程度または重度の障がい

を負っているという。 

 

このような世界的データの推定値は基本的に推計である。例えば、上述の推

定値は 2004年以降使用され続けており、最新の数値ではない。このように、

統計の質は多様であり、手法も一貫していないため、信頼性に欠ける。この

「世界子供白書 2013」でも、取り上げる問題の背景状況を示して説明するた

め、全国調査や独自調査の結果を紹介しているが、これらも慎重に解釈すべ

きものであり、相互を比較するのは妥当ではない。その理由は障がいの定義

が場所と時によって異なり、調査の設計、方法および分析も異なるためであ

る。 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

    
インクルージョンインクルージョンインクルージョンインクルージョン    

（（（（誰誰誰誰もがもがもがもが受受受受けけけけ入入入入れられるれられるれられるれられる社会社会社会社会））））のののの基本基本基本基本    
「子どもの権利条約」および「障害者の権利に関する条約」は、障がいのある子どもたちをケ

アと保護の受動的な受け手と見なす慈善的なアプローチに異議を唱えている。こうした考え方

に代わって両条約が求めているのは、子どもたちひとりひとりを家族、コミュニティおよび社
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会の完全な構成員と認めることである。そのためには子どもの「救済」という従来の考え方で

はなく、子どもたちの日常生活に影響を及ぼす意思決定に子どもたち自身が積極的に関与する

権利など、子どもの権利の実現を阻む物理的、文化的、経済的な障壁、コミュニケーション

面、移動面および人々の態度や姿勢面での障壁撤廃への投資に重点を置くべきである。 

障がいのある人の能力を過小評価することはインクルージョンと機会均等の大きな障壁となっ

ている。こうした態度や姿勢は社会全体だけでなく、専門家や政治家、そのほかの意思決定

者、家族や仲間にも見られ、発育の過程で高い評価や支援を受けたことがない場合には、障が

い者自身が自らの能力を過小評価することもある。 

態度態度態度態度・・・・姿勢姿勢姿勢姿勢をををを変変変変えるえるえるえる    

態姿勢に変化が起こらない限り、障がいのある子どもたちの生活が変わることはない。障がい

の特徴や原因についての知識不足、子どもたちの存在が見えないこと、彼らが持つ潜在的な可

能性や能力の著しい過小評価をはじめ、平等な機会と待遇を妨げるそのほかの障壁は、いずれ

も障がいのある子どもたちを沈黙させ、社会の主流から疎外することにつながる。政治的・社

会的な議論の場に障がいというテーマを提起することは、意思決定者やサービス提供者たちの

障がいに対する考え方を変え、社会全体に対して、「人間のありのままの姿のひとつ」であるこ

とを示すのに役立つ。 

障がいのある子どもたちの参加を促進することの重要性は、強調しても強調し過ぎることはな

い。障がいのある子どもたちと障がいのない子どもたちを一緒にさせると分かるように、相互

対話により、先入観は解消することができ、肯定的な態度や姿勢を促進することが分かってい

る。社会的統合はすべての人に恩恵をもたらす。例えば、教育面などでインクルージョンを経

験した子どもは、社会で最も優れた教師になる可能性が高いのである。 

インクルーシブインクルーシブインクルーシブインクルーシブななななメディアメディアメディアメディアも重要な役割を担っている。障がいのある子どもやおとなの描写を

微妙に盛り込むことで、メディアは、彼らがごくごく普通に、家族の一員であり、近隣住民の

一員であるというメッセージを発信することができる。そして、そうすることで社会的な偏見

を助長する誤解や固定観念に対処することができるのである。 

同様に、障がいのある人たちが社会活動に参加している姿は、障がいに対する肯定的な見方を

育むのに役立つ。特にスポーツはさまざまな社会の偏見を克服するのに役立ってきた。子ども

たちが、参加を阻む物理的・心理的な障壁を乗り越えるのを見ることは感動的である。ただ

し、障がいのある子の中でも、身体的に活発な子のほうが、活発でない子よりも価値があるよ

うな雰囲気を作り出さないよう気をつけなければならない。 

スポーツは偏見・差別を払拭するキャンペーンでも役立っている。障がいのあるアスリート

は、障がい者の中でも最も顔が認識された人たちであろう。さらに多くの国での経験によれ

ば、スポーツやレクリエーションは障がいのある子どもたちに直接恩恵をもたらすだけでな
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く、そのほかの子どもたちと一緒に社会が高く評価する活動に参加している姿を見せることに

より、コミュニティでの障がい者の地位を向上させることにも役立つことを示している。 

「障害者の権利に関する条約」は、家族を社会の自然な構成単位として認め、国家がこれを支

える役割があることを強調しているため、障がいのある子どもの権利を実現するには、家族を

支援し、早期からの支援が可能となるよう、家庭的な環境を整えることから始めなければなら

ない。 

子子子子どもとそのどもとそのどもとそのどもとその家族家族家族家族へのへのへのへの支援支援支援支援    

「障害者の権利に関する条約」では、障がいのある子どもたちとその家族は、十分な食料、衣

服および住居を含む、適正な生活水準を維持する権利を有し、デイケア、レスパイト・ケア

4
、

自助グループへの支援など、助成金付きの、あるいは無料の支援サービスを受ける権利を有し

ている。障がいのある子どもとその家族への社会的保護は、生活費の負担増や、所得機会の喪

失などがあるため、特に重要である。障がい児がいる家庭で追加的に発生する費用は、ベトナ

ムでは収入の 9%、英国では収入の 11～69%の増加と推定されている。障がいに伴い発生する

追加費用は医療費、交通費、リハビリテーション、ケア支援といった直接的費用のほか、父母

または家族構成員が障がいのある子どもの世話のために就業を断念または制限するときの所得

の喪失といった機会費用がある。 

開発途上国 14カ国の調査では、障がい者は障がいのない人に比べて貧困を経験する可能性が高

いことが明らかになっている。障がい者は、教育、雇用、生活状況、消費および健康の点で、

障がいのない人たちに比べて不利な傾向があった。障がい者のいる家庭は、そのほかの家庭と

比較して、保健ケアにかかる費用が高く、生活水準がさらに低くなる可能性がある。 

国は、この結果増大する可能性がある子どもの貧困に対処するため、現金給付プログラムなど

の社会保護イニシアティブを講じることができ、子どもたちに恩恵をもたらしている。このよ

うな広範な取り組みによる成果に基づき、低中所得国では、障がいのある子どもに特定した現

金給付など、対象を絞った社会保護イニシアティブを始めるところが増加している。こうした

給付が所期の目的を確実に達成するためには、給付が障がいのある子どもたちの健康、教育お

よびレクリエーションの達成に与える効果について常時、モニタリングと評価を行うことが不

可欠である。 

政府が利用できるもうひとつの手段は、障がい者を対象にした特別予算である。この場合、政

府は障がいのある子どものために、より広範囲なイニシアティブの中に特別な目標を設定し、

そこにリソース（資源）を割り当てるのである。教育、ヘルスケア、ハビテーション（日常生

                                                        

4 レスパイト・ケア：障がい者と一緒にいる家族が心身の疲れを癒す目的で休養をとれるよう

な支援 
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活の活動を行うためのトレーニングと治療）、リハビリテーション（障がいが生じた後の機能回

復を手助けする製品およびサービス）およびレクリエーションといったサービスは、無料で提

供されるべきであり、子どもたちが可能な限り自然な形で社会的統合を果たし、個々にも十分

に発達できるよう工夫すべきである。 

コミュニティコミュニティコミュニティコミュニティにににに根根根根ざしたざしたざしたざしたリハビリテーションリハビリテーションリハビリテーションリハビリテーション    

コミュニティに根ざしたリハビリテーション（CBR5
）プログラムは、コミュニティが設計し運

営するプログラムで、障がい者がリハビリテーション、および保健、教育、生活などそのほか

のサービスや機会を平等に利用できるようにすることを目的としている。特に、障がいのある

子どもやおとな自身が積極的に参加しているところが重要である。 

CBR は、例えば、農村部や先住民のコミュニティに住む障がい児が直面しているさまざまな権

利剥奪に対処するのに有効である。メキシコのオアハカにある社会人類学高等調査研究所

（CIESAS）が主導するアウトリーチ・イニシアティブでは、ユニセフと協働で、障がいのある

子どもとその家族が、地元で支援ネットワークを立ち上げる手伝いをした。同イニシアティブ

のもと、2007～2010年の 3 年間に、障がいのある先住民の子どもたちが、自らの家族やコミュ

ニティに受け入れられるようになった。このほかにも社会サービス提供の改善、公共の場への

アクセス改善を目的とするコミュニティ主導による車椅子用スロープの設置、プロジェクトで

紹介された子どもたちに対する国立病院や州立病院による無料サービス提供の了承、障がい児

32人の普通校への入学など、さまざまな恩恵をもたらした。 

インクルーシブインクルーシブインクルーシブインクルーシブななななアプローチアプローチアプローチアプローチはははは、、、、アクセアクセアクセアクセシシシシビリティビリティビリティビリティ（（（（利用利用利用利用しやすさしやすさしやすさしやすさ））））というというというという考考考考ええええ方方方方にににに則則則則っていっていっていってい

るるるる。。。。並行並行並行並行したいくつかのしたいくつかのしたいくつかのしたいくつかの制度制度制度制度をををを作作作作るのではなくるのではなくるのではなくるのではなく、、、、主流主流主流主流のののの１１１１本本本本のののの制度制度制度制度をみんながをみんながをみんながをみんなが利用利用利用利用できるようできるようできるようできるよう

にするのがにするのがにするのがにするのが目的目的目的目的であるであるであるである。。。。障障障障がいのあるがいのあるがいのあるがいのある子子子子どもたちがどもたちがどもたちがどもたちがコミュニティコミュニティコミュニティコミュニティにににに参加参加参加参加しししし、、、、自自自自らのらのらのらの可能性可能性可能性可能性をををを十十十十

分分分分にににに開花開花開花開花させるさせるさせるさせる権利権利権利権利をををを享受享受享受享受するにはするにはするにはするには、、、、アクセシブルアクセシブルアクセシブルアクセシブルなななな環境環境環境環境がががが必須必須必須必須であるであるであるである。。。。そのためそのためそのためそのため、、、、障障障障がいのがいのがいのがいの

あるあるあるある子子子子どもたちはどもたちはどもたちはどもたちは教育教育教育教育のののの恩恵恩恵恩恵恩恵をををを最大最大最大最大にににに享受享受享受享受するためにするためにするためにするために、、、、すべてのすべてのすべてのすべての学校学校学校学校へのへのへのへのアクセスアクセスアクセスアクセスがががが必要必要必要必要なのなのなのなの

であるであるであるである。。。。障障障障がいのあるがいのあるがいのあるがいのある子子子子どもたちでどもたちでどもたちでどもたちで、、、、仲間仲間仲間仲間とととと一緒一緒一緒一緒にににに教育教育教育教育をををを受受受受けることができたけることができたけることができたけることができた子子子子どもたちはどもたちはどもたちはどもたちは、、、、

社会社会社会社会のののの生産的生産的生産的生産的なななな一員一員一員一員になることができになることができになることができになることができ、、、、自自自自らがらがらがらが住住住住むむむむコミュニティコミュニティコミュニティコミュニティにににに溶溶溶溶けけけけ込込込込むことができるむことができるむことができるむことができる可能可能可能可能

性性性性がががが高高高高くなるのであるくなるのであるくなるのであるくなるのである。。。。 

 

障がいの種類によって、子どもは生活の中のあらゆる場面で、さまざまな補助器具（例えば義

肢）や補助サービス（例えば手話通訳）を必要とする場合がある。しかしながら、世界保健機

関（WHO）によると、低所得国の多くでは支援技術を必要とする人のうち、それを入手できる

人は全体のわずか 5～15%にとどまっている。その理由のひとつはコストで、成長に伴って補

                                                        

5 CBR=Community-based Rehabilitation 
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助器具を時々交換または調整する必要がある子どもの場合、コストは特に法外な金額となる場

合がある。子どもたちの意思疎通、参加を円滑化する補助器具へのアクセス、そのほかの支援

の費用は、すべて無料にし、誰もが利用できるようにすべきである。 

ユニバーサルユニバーサルユニバーサルユニバーサル・・・・デザインデザインデザインデザインは、可能な限りすべての人々が一年齢、能力、状況に関わらず―修正

を施したりすることなく、また特別なデザインにすることなく、利用できる製品、構造、環境

を作ろうというアアアアククククセシビリティセシビリティセシビリティセシビリティ（利用やすさ）の一手法である。具体的には、段差よけ、

オーディオ本、面ファスナー、低床バスなどである。 

新しい建築物やインフラを利用しやすくするための費用は極めて少額で、開発のための資本コ

ストの 1%に満たない。しかし、完成した建築物を改造するためのコストはそれよりもはるか

に多くなることがあり、それが比較的小規模な建築物の場合は、コストがもともとのコストの

20%に達する場合もある。そういう意味では、設計プロセスの早い段階でアクセシビリティを

検討することが重要だと言える。アクセシビリティについては、開発プロジェクトに資金を出

資するときも考慮すべきであろう。 

 

 

 

 

 

 

中国にて、養母と一緒に

歩く９歳のウェンジュン 

© UNICEF/CHINA/2010/Liu 
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基礎基礎基礎基礎をををを強強強強くくくく    

    
 

 

 

 

 

 

インクルーシブな保健医療と教育サービスは、障がいのある子どもたちが、充実した生活を築

くためのしっかりとした基礎を築くのにあたり重要な役割を担う。 

インクルーシブインクルーシブインクルーシブインクルーシブなななな保健保健保健保健    

「子どもの権利条約」と「障がい者の権利に関する条約」の下では、すべての子どもたちが達

成可能な最高水準の健康を享受する権利を有している。そして、障がいのある子どもたちも、

乳幼児期の予防接種から小児期における適切な栄養、病気やケガの治療、青年期から初期成人

期における性と生殖の健康に関するコンフィデンシャルな情報やサービスに至るまで、あらゆ

る種類のケアを享受する平等な権利を有している。水と衛生に関する基本的サービスも同様に

重要である。 

障がいのある子どもたちが実際にほかの子どもたちと平等にこうした権利を享受できるように

することが、保健医療へのインクルーシブ・アプローチの目指すところである。これは社会正

義に関わる問題であり、すべての人間固有の尊厳に関わる問題である。それは将来への投資で

もある。なぜなら、健康な子どもは有能な生産者になり、親になるからである。 

予防接種は、公衆衛生に関する支援策の中でも最も成功しているものであり、費用対効果に優

れ、特に 5 歳未満の子どもの疾病や死亡を低下させる世界的なイニシアティブの中でも主要な

ものとなっている。かつてないほど多くの子どもたちが予防接種を受けられるようになってい

る。しかし、障がいのある子どもたちは、予防接種の拡大の恩恵を受けていないのである。障

がいのある子どもたちを予防接種の取り組みに組み入れることは、倫理面だけでなく公衆衛生

と公平性の観点からも果たさなければならない義務である。すべての子どもに予防接種を実施

聴覚障がい児クラスを教える聴覚障害

のある教師（ウガンダ） 

 
©UNICEF/UGDA2012-00108/Sibiloni 
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するという目標は、障がいのある子どもたちを組み入れない限り達成することはできないので

ある。 

予防接種は障がいをもたらす疾病を未然に予防する重要な手段だが、すでに障がいのある子ど

もに予防接種を受けさせることも同様に重要である。障がいのある子で完全予防接種を受けら

れないでいる子は、発育がほかの子どもたちより遅れたり、二次的疾患にかかったり、予防で

きるはずの死のリスクが高くなるのである。 

予防接種普及の取り組みに障がいのある子どもたちを参加させることができれば―例えばキャ

ンペーン用ポスターやそのほかのプロモーション資料に、障がいのある子どもたちとそのほか

の子どもたちを一緒に登場させ、親や障がい者団体にこれを配るなど―認識向上に役立つであ

ろう。 

栄養も同様に重要である。不十分な食料や特定のビタミンやミネラルが不足したバランスに欠

ける食事は、身体、感覚または知的障がいをもたらす恐れのある特定の疾患や、さまざまな感

染症に対する乳幼児や子どもの抵抗力を弱める。例えば、ビタミン A 欠乏症のため失明の危険

にさらされている子どもは毎年 25 万～50 万人に上ると推定されている。しかし、この症候

は、子どもひとりあたりわずか 2～3 セントの経口ビタミン剤により容易に回避することができ

るのである。同様に、そのほかの栄養不足が原因で起きる障がいも、低コストの方法で防ぐこ

とができる。 

乳幼児期の栄養不良と下痢性疾患は発育阻害につながるが、これは年齢の割りに身長が低いこ

とを意味する。発育阻害は、認知能力と教育面での能力に悪影響を与え、一生涯その影響が残

る可能性がある。母親の栄養不良は、本来予防することができる幼児期のさまざまな疾病を招

く要因となり得る。低中所得国の妊婦のおよそ 42%が貧血（2 人にひとり以上は鉄欠乏性貧

血）を患っている。また、開発途上国における学齢期の子どもの半数以上も貧血症である。 

栄養不良は障がいの原因であると同時に、障がいが招く結果であることもある。事実、障がい

のある子どもは栄養不良になるリスクが高い。例えば、口蓋裂の乳幼児は母乳を飲んだり、食

べ物を効果的に摂取することができないことがある。また、脳性麻痺の子どもは噛んだり飲み

込んだりすることが難しい。嚢胞性線維症といった特定の疾患は、栄養の吸収を疎外すること

がある。障がいのある一部の乳幼児は、健康な体重を維持するために、特別の食事や高カロ

リー食を摂る必要がある。 

しかしながらしかしながらしかしながらしかしながら、、、、障障障障がいのあるがいのあるがいのあるがいのある子子子子どもたちはどもたちはどもたちはどもたちは、、、、コミュニティコミュニティコミュニティコミュニティでででで実施実施実施実施されるされるされるされる栄養栄養栄養栄養スクリーニングスクリーニングスクリーニングスクリーニングやややや

食糧支援食糧支援食糧支援食糧支援のののの場場場場にににに連連連連れてれてれてれて来来来来られないられないられないられない場合場合場合場合があるがあるがあるがある。。。。学校学校学校学校にににに行行行行かないためにかないためにかないためにかないために、、、、学校学校学校学校でででで提供提供提供提供されるされるされるされる給食給食給食給食

プログラムプログラムプログラムプログラムのののの恩恵恩恵恩恵恩恵をををを受受受受けられないけられないけられないけられない子子子子どもたちもいるどもたちもいるどもたちもいるどもたちもいる。。。。身体的身体的身体的身体的なななな要因要因要因要因だけでなくだけでなくだけでなくだけでなく、、、、態度態度態度態度やややや姿勢姿勢姿勢姿勢とととと

いったいったいったいった問題問題問題問題もももも、、、、子子子子どものどものどものどもの栄養状態栄養状態栄養状態栄養状態にににに悪影響悪影響悪影響悪影響をををを与与与与えることがあるえることがあるえることがあるえることがある。。。。一部の社会では母親が障がい

のある子どもに授乳することをよしとしないこともある。また偏見や差別から、障がいのある

子どもには、障がいのない兄弟姉妹よりも少量の食事しか与えなかったり、栄養価の低い食事
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しか与えなかったりすることがある。また、特定の種類の身体障がい、または知的障がいのあ

る子どもは自力で食事をすることが難しいか、食事に時間がかかったり、ケアを必要とするこ

ともある。障がいに関連しているように見える健康不良や消耗が実は摂食の問題に関わってい

る場合もある。 

開発途上国全体にわたり、障がい者は安全な飲料水と基礎的な衛生設備（トイレ）を利用した

いと思ったときに、特有の困難にぶつかる。施設は、障がい者にとってしばしばアクセス自体

が困難であったり、場所によっては、新しい施設が建設されるにしても、障がいのある子ども

たちへの適切な配慮がなされないまま設計、建設されていたりする。低価格・低技術のステッ

プ式トイレが最近では多く建設されるようになったが、これらの情報はまだ広くいきわたって

おらず、水と衛生の政策や運用に上手に組み込んでいく必要がある。 

社会的なバリアもアクセスを阻むことがある。障がいのある子どもたちは自宅や公共設備を利

用する際、しばしば偏見や差別に直面する。それは、例えば、障がい児はトイレを汚すという

根拠のない懸念から来ている。障がいのある子どもや若者―特に女子―がほかの家族と異なる

設備を使用させられたりすると、事故やレイプなどの身体的攻撃を受けるリスクが高まる。 

障がいのある子どもたちが利用できるトイレが学校に完備されていないために、学校に行けな

い子どもたちもいる。障がい児はトイレに行く回数を減らすため、飲食する量を減らしている

という報告をたびたび耳にする。特に誰かに介助を頼まなければならない場合はなおさらであ

る。これは障がい児が栄養不良に陥るリスクを高める。 

障がいのある子どもや若者は、性と生殖の健康および HIV／エイズ・プログラムからほぼ完全

に除外されてきた。彼らは性的に活発ではなく、障がいのない人たちに比べると違法薬物やア

ルコールを使用する可能性が低く、暴力に晒されるリスクが低いと考えられてきたためであ

る。障がいのある若者たちは、体がどう発育し、変化していくかの基本的な情報さえも受けて

いないのである。そして、おうおうにして静かにし、命令に従うよう教わってきているため

に、暴力を受けるリスクが高い。結果的に、HIV 感染リスクが高いのである。 

あらゆる年齢層において HIV 陽性の障がい者は、障がいのない人たちに比べて適切なサービス

を受けられないでいる傾向が高い。それは施設やプログラムはめったに彼らのニーズを考慮に

入れないからである。また、保健ケアのスタッフが障がいに関する特別な訓練を受けていない

という事情もある。 

子どもは生後 3 年の間に急速に成長するため、障がいの早期発見と支援が特に重要である。発発発発

達達達達スクリーニングスクリーニングスクリーニングスクリーニング検査検査検査検査は子どもの障がいを発見する効果的な方法であり、必要な場合はさらな

る評価と支援を薦め、専門家を紹介することができる。例えば、鉄分欠乏症の治療、抗てんか

ん剤の処方、地域に根ざしたリハビリテーションの実施などである。もちろん、家族に重要な

情報を提供する役割もある。これらの支援策は、低中所得国でも利用できるようになってき

た。 
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障がいの発見と治療は別の医療分野ではなく、公衆衛生の不可欠な要素である。にもかかわら

ず、一般的に政策当局や研究者は、これが障がいのない人の健康増進策のためのリソースと競

合するものであると位置づけている。これでは差別と不平等を助長するだけである。 

障がいのある子どもたちが利用できるサービスは質が悪い可能性がある。障がい児にフィード

バックを求め、彼らのニーズを満たせるように設備やサービスを改善すべきである。さらに保

健員、その他の専門家は、子どもの発達や子どもの障がいに関するさまざまな課題について教

育を受けるべきであり、可能な場合は拡大家族が参加して、包括的なサービスを提供する訓練

を受けることが必要である。さらに、障がいのある子どもたちからのフィードバックを取りま

とめ、彼らのニーズを満たすため、施設やサービスの改善を行うべきである。 

インクルーシブインクルーシブインクルーシブインクルーシブなななな教育教育教育教育    

障がいのある子どもたちは教育の権利を不当に奪われている。その結果、主に有給の職業を通

じて、市民としての完全な権利を享受し、社会の中で価値ある役割を担う能力を享受し得てい

ない。低・中所得国 13 カ国の世帯調査のデータによると、6～17 歳の障がいのある子どもたち

が学校に入学する割合は、障がいのない子どもたちの入学率を大幅に下回っている。 

障がいのある子どもたちに地元の学校に通う平等な権利が与えられない限り、政府は普遍的な

初等教育の達成というミレニアム開発目標（MDG2）を達成することはできず、「障害者の権利

に関する条約」の締約国は、第 24条に定められた責任を果たすことができない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：WHO(世界保健機関)51カ国での調査による 
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インクルーシブな教育では、障がいのある子どもたちを特別支援学校に入れて分離するのでは

なく、正規の学校制度の中で、すべての生徒に有意義な学習機会を提供することが求められて

いる。地元の学校で年齢に応じたクラスに参加しながら、必要に応じて個人に合わせたサポー

トを補足的に受けられるのが理想である。そのためには物理的な便宜を図るだけでなく、社会

に属するすべての人（障がい児だけに限らず）への配慮を含めた、そしてすべての子どもの

ニーズを反映させた子ども中心の新しいカリキュラムが必要となる。 

貧困と障がいとの間には強い関連性があり、それがジェンダー、健康、雇用の問題につながっ

ていることがさまざまな国の調査で明らかになっている。障がいのある子どもたちは貧困と排

斥の循環に巻き込まれることが多い。例えば、女の子は学校には通わず、兄弟姉妹の世話に専

念させられたり、家族全員が偏見・差別の対象となりかねないため、子どもの障がいを報告し

なかったり、子どもを人目につくところに連れ出したりすることを躊躇したりするケースがあ

る。しかし排斥され、社会の主流から取り残された子どもたちの教育こそが貧困の削減を可能

にするのである。 

インクルージョンへの第一歩は生後間もない時期に家庭から始まる。障がいのある子どもたち

が本来受けることができる愛情、感覚刺激、ヘルスケア、ソーシャル・インクルージョン（社

会的包摂）を享受できない場合、成長の各段階で重要となるところまで発達がおぼつかず、そ

の可能性が不当に制限されてしまう可能性がある。これは、障がい者、その家族、そしてコ

ミュニティに重大な社会的・経済的影響を与えるものとなる。 

障がいや発達遅延が早い段階で特定されれば、その子の能力が最大限に高められる可能性は格

段に高まる。早期の幼児教育が重要なのは、子どもの脳の 80％は３歳前に発達するからであ

る。その点、初等教育就学前は、子どもの個々のニーズに対応して早期幼児ケアを行う絶好の

機会といえる。子どもが不利な状況にあればあるほど早期幼児ケアのもたらす恩恵は大きいこ

とが調査で明らかになっている。生後早い段階から家族や地域社会の支援を受けることができ

れば、障がいのある子どもたちは学校での教育期間を最大限活かすことができ、成人への準備

を上手に展開できることができるのである。 

障がいのある子どもたちのために、インクルーシブな環境を整え、適切な学習環境を整えるの

は、多くの場合、教師がインクルーシブな教育を明確に理解し、強い決意を持ってすべての子

どもたちの指導にあたれるかどうかにかかっている。しかしながら、普通校では、教師は障が

い児の指導についての適切な準備と支援ができていないことが多い。これが、多くの国で教育

者が自分のクラスに障がい児を受け入れることに躊躇する要因のひとつである。 
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障障障障がいのあるがいのあるがいのあるがいのある子子子子どもたちのためのどもたちのためのどもたちのためのどもたちのためのリソースリソースリソースリソース(資源資源資源資源)はははは、、、、インクルーシブインクルーシブインクルーシブインクルーシブなななな教教教教育育育育をををを行行行行ううううメインストメインストメインストメインスト

リームリームリームリームのののの普通校普通校普通校普通校

6
ではなくではなくではなくではなく、、、、特別支援学校特別支援学校特別支援学校特別支援学校にににに割割割割りりりり当当当当てられることがてられることがてられることがてられることが多多多多いいいい。。。。これはこれはこれはこれは不適切不適切不適切不適切であるばであるばであるばであるば

かりかかりかかりかかりか、、、、コストコストコストコストがががが高高高高くつくくつくくつくくつく可能性可能性可能性可能性がががが高高高高いいいい。。。。例例例例えばえばえばえば、、、、ブルガリアブルガリアブルガリアブルガリアではではではでは、、、、特別支援学校特別支援学校特別支援学校特別支援学校でのひとりでのひとりでのひとりでのひとり

頭頭頭頭のののの予算予算予算予算はははは、、、、普通校普通校普通校普通校にににに通通通通うううう障障障障がいがいがいがい児児児児のののの３３３３倍倍倍倍にもなりにもなりにもなりにもなり得得得得るるるる。。。。 

障がいについて配慮するよう研修を受けた教師やスタッフは、障がいをよりポジティブに捉え

るようになる。最もポジティブに捉えていたのは、実際にインクルージョンを経験している人

たちであることが分かっている。教師たちがインクルージョンをポジティブに捉えられると、

障がいのある子どもたちの席を特定の場所に押しやるようなことをしなくなるのである。 

しかしながら、教師の就任前研修では、インクルーシブな教授法に関して訓練を実施すること

はあまりない。もうひとつの課題は、教員の中に障がい者が少ないこと。障がい者が教員にな

るまでには大きな障壁がいくつも存在する。例えば、カンボジアでは教師は「障がいがないこ

と」と法律で定められているのである。 

教師の研修と多様性推進の方法について、市民社会とパートナーシップは、心強い事例をいく

つか示してくれている。モザンビーク国内の NGOである Ajuda de Desenvolvimento de Povo para 

Povo（人と人のための開発支援）は、全国障がい者団体の ADEMO と密接に協力して、障がい

児を担当する教師と障がいのある教師に対する研修を行っている。  

インクルーシブ教育では、学校の組織体制、カリキュラム作成、生徒の評価への取り組み方に

柔軟性が求められる。こうした柔軟性があれば、よりインクルーシブな指導方法を開発するこ

とができ、教師中心から子ども中心へと重点を移した、多様な学習スタイルを採用することが

可能になる。 

教師は、十分な支援が得られないことが多いが、障がい児の指導について豊富な専門知識と経

験を持つ専門の教師に支援を求められる体制になければならない。特に感覚障がいや知的障が

いのある子どもを担当する場合、そうした体制は必須である。例えば、専門家は点字の使い方

やコンピューターを中心にした授業の仕方について助言することができるからである。こうし

た専門家が少ない場合は、必要に応じて複数の学校を回るようにしてもらってもよい。このよ

うな専門教師はサハラ以南のアフリカなどの低所得国では不足しているが、こうしたときこ

そ、国際的レベルから地域レベルまで、資金・技術援助を提供できる人の出番となる。 

インクルーシブ教育は、教室以外のところからリソース（資源）を得られるよう工夫しなけれ

ばならない。親たちはさまざまな面から貢献することができるはずである。例えば、アクセス

                                                        

6 インクルーシブ教育を行なうメインストリームの普通校：障がいのある子どもたちを、障が

いのない子どもたちと同じように、同じ環境下で社会生活を送られるように汲みいれる。こう

した教育制度の下で「主流（メインストリーム）」となる学校。 
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のための交通手段の提供、意識向上、市民社会団体への参加、子どもが適切な機器やサポート

を利用できるよう保健部門と交渉したり、貧困解消のため、補助金や控除制度が利用できない

か、社会福祉部門に問い合わせたり、さまざまな役割を果たすことができる。 

世界全体で学校や地域社会で最も十分に活用されていないリソースは子どもたち自身である。

子どもの機関や子どもの参加の重要性についてはいろいろなところで文書化されているが、既

存の構造や教育制度の中に今一歩しっくり馴染んでいない。障がいのある子どもたちを、意思

決定の中に含めることには多くの課題があり、困難もあるかもしれないが、それは彼らを受動

的な犠牲者として見る考え方や態度に原因している。 

参加型の調査では、子どもたちは清潔な環境と衛生的なトイレの重要性を強調することが多い

が、障がいのある子どもたちにとってはプライバシーとアクセシビリティが何よりも重要なの

である。これは、障がいのある子どもたちがアクセシビリティとインクルージョンの推進する

ことができ、その方向性の導き役となり、評価にも関われるということを示し、またそうしな

ければならないことを示している。排斥がどうなされるのか、またその影響を一番よく分かっ

ているのは彼らだからである。 

ほかの重点分野と同様、政府とそのパートナーが、誰が、何を、どのような方法で行い、誰に

報告することになっているかを明確にしていると、インクルーシブな教育が目指す目標の実現

に役立つと思われる。さもなければ、インクルージョンの約束は口先だけのものになる恐れが

ある。バングラデシュでは障がい者の教育のほとんどのことは、教育省ではなく、社会福祉省

の管轄下にあり、人権ではなく慈善として捉えられている。本来は、インクルーシブ教育を実

現するため、教育省が学齢期のすべての子どもたちの管理責任を担うべきである。あとはパー

トナーやステークホルダーとの協調がこのプロセスを力強く下支えれば良いのである。 

排斥は、障がいのある子どもたちから、本来教育によって受けられるはずの恩恵を奪い去る―

よりよい職業、社会的・経済的な保障、および社会に完全に参加する機会を奪うのである。一

方、障がいのある子どもたちの教育に投資すれば、将来、子どもたちが労働力人口の一部とし

て能力を発揮することに貢献することができる。事実、就学年数が 1 年増えるごとに潜在所得

は 10%増加する可能性がある。 

基礎的な読み書きのスキルは健康も向上させる。文字を読む能力のある母親から生まれた子ど

もは 5 歳以降も生存する割合が 50％以上高いのである。一方、ケニア中心部のスラム、セルビ

アのロマ居住地、カンボジアでは、母親の教育水準の低さと子どもたちの発育阻害の高さとの

間に関連性が認められた。 

教育は有効な手段であると同時に権利でもある。その目的は子どもの権利条約に定めるように

「児童の人格、才能並びに精神的および身体的な能力をその可能な最大限度まで発達させるこ

と」である。 
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保保保保護護護護にににに不可欠不可欠不可欠不可欠なななな要素要素要素要素    
障がいのある子どもたちは、社会のメンバーの中で最も脆弱なグループに属する。彼らは、本

来データに含まれるべき子どもたちであり、虐待から守られ、そして司法制度へのアクセスを

保障されるべき立場にあり、それらを保障する手段により、最大限の恩恵を受けるべき人たち

である。 

偏見･差別を受け、家族が社会的・経済的に排斥される傾向にある社会では、障がいのある子ど

もたちの多くは出生証明さえ得ることができない。これは子どもたちの人権の甚だしい侵害で

あり、彼らの社会への参加に対する根本的な障壁となる。このことにより、彼らの存在が見え

なくなり、身分を証明する公式な証明書がないことに起因するさまざまな形の搾取が増大する

可能性がある。 

「障害者の権利に関する条約」の締約国は、障がいのある子どもたちに対し、実効力のある法

的な保護を保障することを自らに課している。また締約国は、障がいのある子どもたちがその

ほかの子どもたちと対等に自らの権利を行使できるよう、必要かつ適切な適応策を講じるよう

義務付ける「合理的配慮」の原則も受け入れている。その結果として差別的な社会規範を変え

るための法律の制定や取り組みを意義のあるものにするためには、これらの法律を確実に施行

し、障がいのある子どもたち自身にも、差別から守られる権利があることを知らせ、その権利

を行使する方法を周知させる必要がある。ただし、障がいのある子どもたちのための特別制度

を設けることは適切とは言えない。この報告書で論じられている生活や社会のそのほかの側面

と同様に、インクルージョン（誰もが受け入れられる社会）を通じた公平性の実現を目標とし

なければならない。 

差別や排斥があることで、障がいのある子どもたちが暴力、放置、および虐待に晒される危険

性は非常に高い。米国で行われた調査では、就学前の障がい者はそうではない同世代の子ども

たちよりも虐待を受ける可能性が高いことが示されている。暴力の中には、障がいのある子ど

もたちを対象とした特有の形態の暴力がある。例えば、子どもたちは、電気けいれん治療、薬

物治療、電気ショックなど、行動変容のための治療という名のもとに暴力に晒されている場合

がある。障がいのある少女は特定の虐待に耐え忍んでおり、多くの国では、強制的な避妊手術

や中絶手術を受けさせられている。 

多くの国では、障がいのある子どもたちは相変わらず施設に収容されている。しかし、それら

の施設において、子どもたちがその能力を最大限に開花させるのに必要な、個々の子どもへの

配慮がなされているケースはめったにない。そうした施設で提供されている教育的、医療的、

およびリハビリ的ケアは、多くの場合、その質が十分ではないのである。 

子どもにとって最善の利益であると関係当局から認められない限り、子どもは親から分離され

ない権利を有している。子どもを親から引き離すことは彼らの権利の侵害になる。直系の家族

が障がいのある子どもを養育できない場合には、政府は拡大家族またはコミュニティの中で代
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替ケアを提供するためのあらゆる対策を講じなければならないと「障害者の権利に関する条

約」では明示されている。 

関係当局が施設でのケアに危機感を抱き、子どもたちを家族のもとやコミュニティに返してい

るケースを見てみると、障がいのある子どもたちは後回しになり、施設から出る時期も、代替

ケアに移される時期も、最後のほうであることが多い。セルビアでも同様のケースがあった

が、過去 10年の間、障がいのある子どもたちが改革案から取り残されていたことが明らかにな

り、逆に、障がいのある子への配慮がなされるようになった（以下グラフを参照）。 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

後回後回後回後回しになるしになるしになるしになる子子子子どもたちどもたちどもたちどもたち 

セルビアの福祉改革の下では、障がいのある子どもたちは、そうでない子どもたちに比べ、施

設からの解放が遅れた。 

出典： Republican Institute for Social Protection, Serbia. 

サンプル数：障がいのある子どもと青少年（0－26歳）:2,020人 (2000年)、1,280人（2011年） 

障がいのない子で、施設で養育されている子どもと青少年（0-26歳）: 1,534人（2000年）、574人（2011年） 

-＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 

障がいのある子どもで、施設で 
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障がいのない子どもで、施設で 

養育されている子どもと青少年 
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インクルーシブインクルーシブインクルーシブインクルーシブなななな司法司法司法司法    

国家は、司法のもと、すべての子どもたちの権利を守る責任を有しているが、これは障がいの

ある子も同じであり、被害者、目撃者、容疑者、あるいは犯罪者、いずれの立場であれ、法律

との関わり合いが出てしまった子どもも守らなければならない。これを実現するためには次の

ような具体策が考えられる。障がいのある子どもたちが、話し言葉であれ手話であれ、適切な

言語で面談できるようにする。司法、行政官から判事まで、子どもたちに対する法の執行に関

わる職業に就いているすべての人たちに、障がいのある子どもたちに対応できるよう、訓練を

実施し、障がいのある子どもたちに対する平等な処遇を推進する規制や手順を確立することが

不可欠である。 

また、障がいのある子どもたちの能力には大きな個人差があることを考慮に入れ、正式な司法

手続きに代わる方法を確立することも重要である。正式な司法手続きは、最終手段として使わ

れるべきであり、これが社会的秩序を守るために必須である場合のみに使われるべきである。

そして、子どもに対しては、どのような手順で行われるのか、子どもの権利そのものについて

も説明するよう配慮しなければならない。 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

障障障障がいのあるがいのあるがいのあるがいのある子子子子どもへのどもへのどもへのどもへの暴力暴力暴力暴力 

障がいのある子どもたちは、暴力の被害者になる可能性が 3～4 倍も高い。リバプール・ジョ

ン・ムーアズ大学と世界保健機関 (WHO)の調査チームは、障がいのある子どもたちに対する

暴力についての既存の調査報告書のメタ分析を含め、初めての体系的レビューを行った。低中

所得国に質の高い調査報告書がなかったため、高所得を対象にした 17 件の調査報告書が、レ

ビューの対象となった。 

障がいのある子どもたちに対する暴力の発生率の推定値は、複合的手段による暴力では 3.7

倍、肉体的暴力では 3.6倍、そして性的暴力では 2.9倍も高い数値が示されたのである。精神障

がいや知的障がいのある子どもたちは、障がいのない子どもたちに比べ、性的暴力に遭う可能

性が 4.6倍も高いという結果が出た。 

なぜ障がいのある子どもたちの方が、障がいのない子どもたちよりも暴力に遭う可能性が高い

のかということを明確にするために、いくつかの説明が提示されている。まずはじめに、障が

いのある子どもを養育しなければならないことが親や家族にとって過度の負担となり、そのた

めに虐待のリスクが増大する可能性。膨大な数の障がい児たちが依然として施設入居型のケア

に回されており、そのことが性的虐待や身体的虐待の主なリスク要因となっているという理

由。コミュニケーションがうまくできない障がいがある子どもたちは、虐待の被害を訴えるこ

とができないことから、虐待の被害に遭う可能性が特に高いという説明もなされている。 

障障障障がいのあるすべてのがいのあるすべてのがいのあるすべてのがいのあるすべての子子子子どもたちはどもたちはどもたちはどもたちは、、、、暴力暴力暴力暴力にににに晒晒晒晒されているされているされているされている可能性可能性可能性可能性がががが高高高高いいいいハイリスクハイリスクハイリスクハイリスク・・・・グループグループグループグループ

としてとしてとしてとして見見見見るべきであるるべきであるるべきであるるべきである。。。。障障障障がいのないがいのないがいのないがいのない子子子子どもたちどもたちどもたちどもたちをををを対象対象対象対象にしたにしたにしたにした、、、、例例例例えばえばえばえば家庭訪問家庭訪問家庭訪問家庭訪問、、、、親親親親へのへのへのへの養育養育養育養育
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研修研修研修研修などはなどはなどはなどは、、、、暴力暴力暴力暴力のののの防止防止防止防止にににに役立役立役立役立ちちちち、、、、悪悪悪悪いいいい影響影響影響影響をををを最小限最小限最小限最小限にとどめるのににとどめるのににとどめるのににとどめるのに有効有効有効有効だとだとだとだと分分分分かっているかっているかっているかっている

がががが、、、、これらこれらこれらこれらのののの支援事業支援事業支援事業支援事業をををを実施実施実施実施するのもするのもするのもするのも手手手手であるであるであるである。。。。 

 

人道的人道的人道的人道的なななな対応対応対応対応    
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戦争や自然災害によって生じる人道的危機は、障がいのある子どもたちにとって特別なリスク

をもたらす。インクルーシブな人道的対応が緊急に必要とされているが、これは実現可能なこ

とである。 

武力紛争や戦争は、子どもたちに直接、間接の悪影響を及ぼす。直接的には、攻撃、砲撃、お

よび地雷の爆発による身体的負傷による影響、そうした負傷や衝撃的な出来事を目撃したこと

によって生じる心理状態の面で影響が及ぶ。間接的には、例えば医療サービスが崩壊して多く

の病気が治療されないまま放置されたり、また食糧不足が栄養不良につながったりという形で

影響する。また子どもたちは、時には何年間も家族や家庭、あるいは学校から引き離されてし

まうこともある。 

同様のことが自然災害の結果として起きることもある。特に、最近では気候変動に関連する災

害が、頻度としても規模としても増しているため、今後は自然災害によって悪影響を受ける子

どもやおとながさらに多くなることが予想される。 

障がいのある子どもたちは、緊急事態に際して特に困難な課題に直面する。彼らは避難経路を

利用できないために避難できない可能性がある。障がいのある子どもたちは、建物へのアクセ

スが確保されていないといった物理的な障壁により、あるいは、人々の否定的な態度や姿勢の

地雷の爆発でケガを負ったスリランカ

のビジェイ（12 歳）は、その後地雷回

避の方法をみんなに伝える役を担って

いる。 



    

 23 

ために、医療サービスや食糧の配給といったほかの人たちが利用できる主要な支援サービスや

支援プログラムから除外されたり、それらを利用できなかったりする可能性がある。そのほ

か、対象を絞ったサービスでは、うっかり忘れ去られてしまう場合もある。例えば、地雷事故

の生存者（以後「地雷生存者」と表記）は、目的地までの距離、高い交通費、あるいは治療プ

ログラムへの参加に必要とされる基準を満たさないために、リハビリテーション・サービスを

利用できない場合がある。さらに、障がいのある子どもたちは、早期警戒システムの中で、通

知対象として忘れ去られている場合もある。そうしたシステムでは、障がい者のコミュニケー

ションや移動に必要な要件が考慮されていないことが多いのである。 

 

障がい者を考慮したインクルーシブな人道的措置とは、以下の要素を含み、それらに基づく対

処方法である。 

•  「子どもの権利条約」と「障害者の権利に関する条約」に基づく権利を中心にしたアプロー

チ。「障害者の権利に関する条約」の第 11 条では、締約国に対し、緊急事態下では、障がい者

の保護のために必要とされるあらゆる措置を講じるよう求めている。 

•  障がいのある子どもたちは、その障がいに応じて必要となる特有のニーズがあるが、ほかの

子どもたちと同じニーズを持っている。こうしたインクルーシブなアプローチでは、障がいの

ある子どもたちが通常のプログラムに参加するのを妨げている、物理的な障害、その他の障害

にも対処する。 

•  インフラおよび情報へのアクセシビリティとユニバーサル・デザインの導入を確実にする。 

•  障がいのある子どもたちができるだけ自立した生活を送ることができるよう促し、人生のあ

らゆる面で、可能な限り参加できるようにする。 

•  年齢、ジェンダー、および多様性への理解を高める要素を入れ込む。特に障がいのある女性

や少女が直面している差別に対する特別な配慮を含める。 

 

このアプローチでは、障がいだけを対象にした単独のプロジェクトや政策ではなく、包括的で

インクルーシブなプログラムが必要とされる。主要分野には以下が含まれる。 

•  障がいのある子どもたちの明確なニーズや優先事項を把握するため、データおよび評価の質

を向上させる。 

•  主要な人道支援サービスを障がいのある子どもたちが利用できるようにし、計画立案や設計

段階から子どもたちを参加させる。 
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•  障がいのある子どもたちのための特別サービスを設計し、回復・統合のプロセスを通して福

祉、健康、自尊心、尊厳が育まれるようにする。 

•  傷害や虐待を防ぐとともに、アクセシビリティを促進するための対策を整備する。 

•  差別的な態度や認識を改める努力をし、公平性を促進するため、コミュニティ、地域、

全国の関係者とパートナーシップを組む。これには障害者団体も含める。 

•  障がいのある子どもたちの意見を聞くことで子どもたちの参加を促進し、彼らの意見を

聴いてもらう機会を作り出す。 

 

紛争関係者には、武器による暴力の被害から子どもたちを守る義務があり、その回復および復

帰を支援するための適切なヘルスケアおよび心のケアを、子どもたちが利用できるようにする

義務がある。子どもの権利委員会は、「子どもの権利条約」の締約国に対して、子どもたちを軍

に徴用しないという約束の中に、障がいのある子どもたちをも明記するよう勧告している。 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

リスクリスクリスクリスク、、、、強強強強くくくく立立立立ちちちち上上上上がるがるがるがる力力力力、、、、インクルーシブインクルーシブインクルーシブインクルーシブなななな人道的措置人道的措置人道的措置人道的措置 

 

緊急事態下では、障がいのある子どもたちとその家族は特別は困難に直面する。例えば、ス

ロープの倒壊、補助器具の損壊または喪失、手話通訳者や訪問看護師の不在などである。 

もし家族が死亡してしまった場合には、身体障がいのある子どもの世話の仕方を知っている者

や、あるいは感覚障がいのある子どもとコミュニケーションをとれる者が誰もいなくなってし

まう恐れがある。また家族が避難を余儀なくされた場合、特に歩いて長い距離を移動しなけれ

ばならない場合には、歩くことができない子どもや身体が弱い子どもは置き去りにされる恐れ

がある。さらに、家族の中に障がい者がいると他国への亡命を断られてしまうという事態を恐

れて、家族が障がいのある子どもを置き去りにすることも考えられる。施設や寄宿学校は閉鎖

されたり、あるいはスタッフによる職場放棄に遭遇したりして、そこに収容されている子ども

たちの世話をする者がいなくなってしまう場合もある。 

武力紛争では、障がいのある子どもたち、中でも特に学習障がいのある子どもたちは、障がい

のない子どもたちよりも扱いやすい、抵抗しないという理由で、戦闘員、料理人、荷物運搬役

として武装勢力に無理やり登用される可能性が高い。元子どもの兵士のための統合プログラム

では、障がいのある子どもたちのニーズに合わない場合が考えられる。そうした場合、障がい

のある子どもたちはいつまでも参加を拒まれ、排斥され、リベリアやシエラレオネで見られる

ように、しばしば物乞いを余儀なくされる。 

復興の際だけでなく、災害リスク軽減や平和構築のための戦略を計画立案・導入したりする際

に、障がいのある子どもたちを参加させ、機会を提供すべきである。これはパキスタンやハイ

チですでに実施され、始まっている。 
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このほか、スフィア・プロジェクトの「人道憲章と人道対応に関する最低基準（Humanitarian 

Charter and Minimum Standards in Humanitarian Response）」などのガイドラインでも、障がいのあ

る人たちは最初から、緊急時の人道的な対応に組み込まれている。今後は、子どもの栄養摂取

や保護といった分野にまで拡大していく必要がある。障がいのある子どもたちが人道対応の中

でどの程度考慮されているかを確認するため、また改善を行うため、モニターする必要があ

る。 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

爆発性戦争残存物爆発性戦争残存物爆発性戦争残存物爆発性戦争残存物（（（（ERW）））） 

 

爆発性戦争残存物（ERW）と対人地雷は、子どもの障がいを引き起こす大きな要因となってい

る。1997 年の「地雷禁止条約」などにより、これらの武器による負傷者は全体的には減った。

ところが、全体のうち、子どもの割合を見ると増えているのである。 

2005 年以来毎年、子どもたちはこうした負傷者の約 20～30%を占めている。1999 年に監視が

開始されて以来、毎年 1,000 人以上の子どもたちが死傷している。2010 年には、地雷および

ERW による子どもの死傷者数は、一般市民の死者全体の 55%を占め、地雷や ERW の犠牲者の

トップ・グループに入っている。世界で最も地雷の被害が多い国の一部、例えばアフガニスタ

ンとカンボジアでは、子どもたちが占める死傷者の割合はさらに高い（表を参照）。 

2008 年以来、少年が死傷者の中でも一番多く、一般市民の死傷者の約半分にも及んでいる。

2008年には、少年が子どもの死傷者の 73％を占めていた。地雷や ERW に汚染された国の多く

では、少年のほうが少女よりも地雷や ERW に遭遇する可能性が高い。これは少年のほうが、

家畜の世話、薪や食料の収集、金属くずの回収といった屋外での活動にかかわる機会が多いた

めである。さらに少年のほうが少女よりも、見つけた爆発物で遊んでしまう可能性が高いから

である。 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 
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＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

子どもというのは一般的に、好奇心から、あるいは玩具と間違えて、これらのものを手にとっ

てしまうことが多い。そのため、子どもたちを対象とした入念な危険回避教育がとても重要と

なってくる。 

地雷や ERW の被害に遭った全生存者の 3 分の 1 以上が手や足の切断を余儀なくされており、

子どもたちのほうがおとなよりも小さいことを考えると、割合は子どもたちのほうが高いと想

像できる。負傷によって手や足を切断した子どもたちにはより複雑なリハビリテーションが必

要とされ、また子どもたちの骨は軟組織よりも成長が早いことから、数回にわたる再切断が必

要になる場合もある。さらにそうした子どもたちは、成長に合わせて人工装具を作ってもらう

必要もある。 

身体的外傷に加えて、ERW や地雷の爆発に遭遇したことによる精神的影響も、子どもの発育に

深刻な影を落とすことが多い。そうした影響には、罪悪感、自尊心の喪失、不安と恐怖、睡眠

障害、会話能力の喪失、トラウマ（心的外傷）などがあり、これらは治療しないまま放置して

おくと、長期的な精神障がいを引き起こす恐れがある。 

子どもの被害者の社会的、経済的復帰のニーズも、おとなのニーズとは大きく異なる。多くの

国では、回復のために時間が必要なことや、リハビリテーションは家族にとって経済的負担と

※地雷禁止条約締約国で、地雷による死傷者数が多い上位３カ国の中での割合 

出典：ランドマイン・アンド・ミューニション・モニター 
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なることから、子どもの生存者は教育期間の短縮を余儀なくされている。学校に歩いていくこ

とができない、あるいは代替の交通手段を使うことができない、教室へのアクセスが確保され

ていない、教師が障がいのある子どもたちのニーズを把握する訓練を受けていないなどの理由

もある。普通の生活をしているという感覚を醸成し、同じ年代の子どもたちの間に復帰させ、

十分に社会参加できるようにするには、障がいのある子どもたちに無償教育を提供すること必

須である。 

    

子子子子どものどものどものどもの障障障障がいがいがいがいのののの評価評価評価評価    
すべての子どもたちのインクルージョン（誰もが受け入れられる社会）が実現されない限り、

公平な社会が実現することはあり得ず、適切なデータの収集および分析によって障がいのある

子どもたちの実態が明らかにされない限り、そうした子どもたちにとってインクルージョンが

実現されることはない。 

子どもの障害は特有の課題があり、評価が難しい。子どもたちはそれぞれ異なるスピードで発

育し、基本的な所作を身につけていくため、子どもたちの生活機能を評価して、それが重大な

障がいなのか、それとも正常な発育のばらつきの範囲内なのかを判断することは困難な場合が

ある。障がいというのはその性質や重度がさまざまであることに加え、それぞれの年齢に応じ

た定義および手法を適用する必要もあり、データ収集が難しい。 

さらに、子どもの障がいに関するデータの質が低いのは、時により、子どもたちの障がいに対

する理解の低さや、偏見・差別や評価方法の改善に向けた投資の不足が原因となっている場合

がある。そうした問題に起因するデータの欠如が、適切な政策の策定や必須サービスの提供の

妨げとなっている。 

障がいの定義には、医学的決定要因と社会的決定要因の両方を含めるべきであるという一般的

な合意があるにもかかわらず障がいの評価は、依然として特定の身体的や精神的な障がいに焦

点を当てた医学的要因に基づいて行われている。健康と障がいを、より広範な社会的障壁との

関連の中で捉えたものに、世界保健機関（WHO）が定めた国際生活機能分類国際生活機能分類国際生活機能分類国際生活機能分類（（（（ICF））））がある。

この分類では、障がいを、「身体の構造および機能の問題として」と「その人の活動および参加

という観点から」という、2 つの主要な形で捉えている。国際生活機能分類によって定義され

ている障がいというのは、人々の存在そのものの一部分であり、ごく普通のことである。また

国際生活機能分類の定義では、生活機能および障がいは状況によって生じるものであると認め

ており、それが故に身体的要因だけでなく、社会的および環境的要因も評価することは有意義

である。 
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国際生活機能分類を基に考えられた児童児童児童児童・・・・青年期向青年期向青年期向青年期向けのけのけのけの国際生活機能分類国際生活機能分類国際生活機能分類国際生活機能分類（（（（ICF-CY））））は社会

的な面も考慮している。これは、障がいそのものだけでなく、子どもが社会という環境の中で

機能したり、参加したりする際に、障がいがどのような影響を与えているかも考慮したものに

なっている。この分類は４つの主要分野をカバーしている。「身体構造（臓器、四肢、神経系・

視覚系・聴覚系・筋骨格系の構造など）」、「身体機能（傾聴や記憶といった体組織の生理的機

能）」、「行動に対する制約（歩行、登上、着衣など）」、および「参加に対する制約（保護者やほ

かの子どもたちとの遊び、単純作業の実行など）」の主要分野である。 

データは全体の中で捉えて解釈しなければならない。どの位の障がいがあるのか、障がい者数

の推計値は発生と生存の両方を兼ね備えているため、数値を見る際は、特に乳幼児および子ど

もの死亡率が高い国では慎重に解釈する必要がある。報告されている障がい者数の値が低いの

は、障がいのある乳幼児の生存率が低いためであったり、障がい児が施設に住んでいたり、家

族が障がい児の存在を隠していたり、あるいは、路上で生活し、働いている障がい児を数の中

に入れていない場合があるからである。 

文化もまた重要な役割を果たす。何をもって「正常な」生活機能と見なすかは、全体の中では

さまざまな見方があり、評価そのものの結果に影響を与える。特定のマイルストーン（目標）

を満たすかどうかは、子どもによって変わる可能性があるだけでなく、文化によっても変わっ

てくる。例えば、発育段階のある時期に、子どもたちは新しいことをやるよう周りに促される

ことがある。したがって、現地の環境や理解に適した基準値に照らし合わせて子どもたちを評

価することが重要である。 

こうした理由から、「ウェクスラー児童知能検査」や「グリフィスの精神発育検査」といった高

所得国で開発された評価ツールは、やみくもにほかの国やコミュニティで使用することはでき

ない。基準となる枠が異なる可能性があり、調査ツールが現地の習慣、文化的理解、言語、あ

るいは表現を十分に捉え切れない場合があるからである。 

データ収集をする、その特定の目的が、どこまでを「障がい」と定義するのか、質問票の内

容、そしてその結果として出る数値に影響を与える可能性がある。障がいのタイプおよび障が

い者数を測る目的は、おうおうにして、社会的保護政策のような特定の政治的イニシアティブ

と結び付いている。データとして得られた結果は、給付金の受給資格の決定や、支援物資の提

供に関する計画や決定に利用されるが、例えば、障がい給付金の受給資格があるかどうかを決

める基準は、機能面で制約がある障がい者全員を探し出そうとする調査基準とは大幅に違うも

のになるはずである。 

子どもたちの多くは、教育制度や医療制度に関わりができたときに、障がい者として特定され

る。しかし、所得の低い国やコミュニティでは、学校や医療機関のスタッフが、障がいのある

子どもたちの存在を日常的に認識したり登録できるとは限らない。その結果として低所得国の

障がい児に関する情報は不足し、障がいは国際的な優先事項として考慮するに値しないという

間違った考えを引き起こしている。 
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一般のデータ収集手段――――例例例例えばえばえばえば世帯世帯世帯世帯調査調査調査調査やややや国勢国勢国勢国勢調査調査調査調査――――では、障がいのある子どもたちの数が少

なく見積もられることが多い。特に、障がい者に関しての特定の質問をしない場合はそうなり

がちである。子どもの障がいの問題に対処するための世帯調査や、子どもの障がいを特別に評

価するために実施された世帯調査は、総括的に障がいについて尋ねる世帯調査や国勢調査より

も正確な結果をもたらしてくれる。前者のほうが、質問項目の数が多く、質問が詳細なため、

障がい者数が高く報告される傾向にある。 

子どもたちの発育段階と日々進化する能力に対応するために、子どもの年齢に応じて適切な質

問を選ばなければならない。子どもたちが出生後２年の間、複雑な発育過程を経ることを考え

ると、専門的なツールや評価方法がなければ、障がいがあるのか、正常な成長の中のばらつき

と考えるべきなのか、見極めるのはとても困難である。 

世帯調査や国勢調査をはじめとする多くのデータ収集手段は、親の回答のみに基づき、保護者

には通常、自分の保護下にある子どもたちの障がいの状態を評価して報告することが求められ

る。親やそのほかの保護者というのは、子どもが特定の作業や行動に対して何らかの問題を抱

えているかどうかを見極めるのに非常に適した立場にある場合が多いが、それらの人々の回答

だけでは、障がいを診断したり正確な障がい者数を導き出したりするのに不十分である。子ど

もの障がいを正確に評価するためには、年齢に応じた振る舞いに対する十分な理解が必要とさ

れる。調査の回答者は、発育の各段階にある子どもたちの評価に用いられる特定のベンチマー

クについて十分な知識を身につけていない場合や、特定のタイプの障がいの兆候を適切に検知

できる立場にない場合がある。親たちは、一時的な疾患―例えば耳感染―から来る困難な事態

を障害と報告する場合もあり、また、特定の徴候を見過ごしたり、彼らの文化の中で障がいを

受け入れない態度や姿勢があったりして、報告を躊躇する場合もある。 

子どもの障がいを評価しようとする取り組みは、評価と支援戦略とを結びつける良い機会とな

る。最初の評価で障がいがあると分かっても、フォローアップとしての評価や支援を行うため

の能力やリソース（資源）が不足していることが多い。 

子どもたちの障がいのタイプおよび重度に加えて、障がいのある子どもたちの生活機能および

コミュニティへの参加面での障壁も把握できるデータは、関係があるほかの社会経済的指標と

組み合わせて利用すると、リソースの配分、障壁の除去、サービスの設計と提供役立ち、また

どのようにすれば有意義な形で支援を評価することができるかを考える際に役立つ。例えば、

そうしたデータを利用して、所得、ジェンダー、あるいは少数民族という身分が、障がいのあ

る子どもたちの教育、予防接種、または栄養補給へのアクセスに悪影響を及ぼしているかどう

かを調べることができる。あるいは定期的にモニタリングを行うことにより、子どもたちのた

めに設計されたイニシアティブが、その目標を達成しているかどうかを評価することもでき

る。 

信頼性が高く、有効で、世界各国と比較することのできる推計値を導き出すためには、子ども

の障がいの評価方法を統一する必要があることは明白である。そうすれば、各国政府およびそ
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の国際的パートナーによる適切な政策およびプログラムに基づく対応が促進され、それによっ

て「障害者の権利に関する条約」の要件が満たされることになる。とはいえ、子どもの障がい

に関するデータ収集に統一性がないという理由で、インクルージョンに向けた有意義な対策を

先送りする必要はない。新たなデータや分析が出たならば、障がいのある子どもたちおよびそ

の家族向けの現行および予定プログラムをこれらのデータや分析と適合させれば良いのであ

る。 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

教訓教訓教訓教訓 

1995年以来、子どもと女性の福祉の進捗状況を追跡するため、ユニセフは 100カ国を超える低

中所得国での、複数指標クラスター調査(MICS)を支援してきた。2000～2001 年以来、調査に

よっては障がいをスクリーニングするためのモジュールが組み込まれたが、この情報を基に、

より良い測定ツールが設計される予定である。 

2000年から 2010年の間に行われた MICS 調査に組み込まれていた標準的な障がいモジュール

は、Ten Questions Screen (TQ=10の質問によるスクリーニング法)と呼ばれ、1984 年に開発され

たものであるが、その当時、障がいがどのように理解され、評価されていたかを反映してい

る。TQ によるスクリーニングでは、はじめに 2～9 歳の子どもたちの主だった保護者への聞き

取り調査が行われる。彼らは、自分が面倒をみている子どもの身体的および精神的な発育と生

活機能に関する個人的な評価を求められる。回答は「イエス」「ノー」だけで、あいまいな感情

や推察を入れる余地はないよう作られている。 

TQ によるスクリーニングの有効性は幅広くテストされてきてはいるが、結果の解釈は慎重に

行わなければならない。TQ によるスクリーニングはスクリーニング・ツールであり、障がい

のある子どもたちが障がいのある人たちの集団の中でどれほどいるか、信頼性のある推計値を

出すには、さらに医学的評価、発育面での評価を必要とする。重度の障がいがある子どもたち

は、陽性に分類される可能性が極めて高いが、陽性に分類された子どもたちの中には、さらな

る評価によって障がいがないことが明らかになる場合があるからである。結果の正当性を検証

するための第 2 段階の医学的評価を行えるだけの予算や能力を持っている国はほとんどなく、

また評価を行うための標準化された手法の欠如がそのさらなる妨げとなっている。 

2005～2006 年の複数指標クラスター調査では、TQ によるスクリーニングが行われたが、その

結果、参加国全体にわたり幅広い調査結果がもたらされた。障がいに対して陽性に分類された

子どもたちの割合は、ウズベキスタンの 3%から中央アフリカの 48%にまで及んだ。しかし、

この数は、サンプリング数の中での真の差異を反映したものなのか、それともほかの要因によ

るものなのかは明らかではなかった。例えば、ウズベキスタンの報告値が低かった理由とし

て、本来は世帯調査の対象には含まれないはずの施設に住む子どもたちが報告に入れられた可

能性がある。 
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＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

スクリーニングスクリーニングスクリーニングスクリーニングからからからから評価評価評価評価へへへへ 

子どもの障がいに関する評価に精通している専門家は、スクリーニングのあとには、綿密な評

価をさらに行う必要があるということで意見の一致を見ている。カンボジア、ブータン、およ

び旧ユーゴスラビア・マケドニアの 3 カ国での経験は、子どもの障がいをどう評価し、評価を

どのような形で地元に合致させるかという点で、重要な教訓を与えてくれる。 

中核的な評価チームの構成と使用するツールの種類は現地の人たちに合わせた。カンボジアと

ブータンの両国では、調査の際、適切な評価員が不足し困難に直面した。この問題に対処する

ため、カンボジアでは移動評価チームを雇い、聴力専門家が海外から招聘され、ブータンでは

中級レベルの専門家の訓練に重点が置かれた。 

質問項目やテストなどの評価ツールは、現地に合わせたもので、文化的にも適切でなければな

らないことが分かった。また言語にも細心の注意が払われなければならないことが分かった。

例えば、身体や機能面での障がいをどの言葉で言い表すかが問題となった。 

評価を行うことにより、迅速な支援が可能となる。カンボジアでは、聴覚障がいで陽性に分類

された子どもたちの一部が、実は、耳感染症を患っていたり、耳垢が溜まっていたりしていた

ことが判明した。原因が分かったことで、容易に治療することができ、深刻な二次感染やより

長期的な障がいが回避された。 

また評価を行うことにより認識の向上に拍車をかけることができ、データの収集や分析のプロ

セスの途中にあっても、変化をもたらすことができる。ブータンで行われた評価結果では、貧

困家庭や母親の教育水準が低い家庭では、軽度の認知障がいがある子どもの数が多いことが示

され、政府は所得および教育水準の低い農村部で、早期幼児開発と保育サービスに重点を置く

ことにした。 

障がいがあると認定された子どもたちのための支援策は、計画の初期段階から評価に組み込む

べきである。こうした計画では、利用できるサービスをマッピングし、紹介手順を構築、子ど

もたちの家とコミュニティでの生活機能と参加を推進するため、いかにして子どもたちの周辺

環境を調整するか、家族向けに役立つ資料を作成すべきである。 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

    

ささささらなるらなるらなるらなる前進前進前進前進    
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ユニセフは、複数指標クラスター調査(MICS)やそのほかのデータ収集で、子どもの障害を測る

ために使われている統計手法を改善するため、国連ワシントン・グループ、そのほかの多様な

ステークホルダーとのパートナーシップのもと、多くの協議を持っている。 

現在開発段階にあるスクリーニング・ツールは、2 歳から 17 歳までの子どもたちを対象として

おり、会話および言語力、聴力、視力、学習能力（認知力および知力の発達）、移動および運動

能力、感情、ならびに行動を評価するものである。またこれらの比較的基本的なタイプの行動

に加え、スクリーニング・ツールには、さまざまな活動や社会的交流への子どもたちの参加能

力の側面も含まれている。また、子どもたちの障がいをさらに綿密に評価するため、標準化を

図った総合的な手法も開発されつつある。これは、データ収集手順と評価ツール、ならびに収

集されたデータの分析のための枠組みから成る。 

一部の分野ではスペシャリストの不足が懸念されるため、教師、コミュニティ・ワーカー、そ

のほかの訓練を受けた専門家が、新たな手法を管理できるようツールキットの設計も進められ

ている。これにより、社会から排斥され、参加の機会を奪われる危険性がある障がいのある子

どもたちを特定し、評価する地元の能力を高めるのに役立つ。 

 

行動計画行動計画行動計画行動計画    
世界の国々は、よりインクルーシブな社会を構築することを繰り返し約束してきている。その

結果、障がいのある子どもたちとその家族の状況の多くは、改善されつつある。しかし、その

進捗具合は国により、あるいは国内でも格差がある。障がいのある子どもたちの大多数が、依

然として自分たちのコミュニティの市民的、社会的、および文化的な事柄に参加しようとする

ときに何らかの障害に直面し続けている。インクルージョン（誰もが受け入れられる社会）を

通じて公平性のある社会を構築するという約束を実現するためには、多くの分野での行動が必

要であり、多くの関係者の行動を必要とする。 

条約条約条約条約をををを批批批批准准准准しししし、、、、履行履行履行履行するするするする    

2013 年１月時点で、127 カ国と EU が「障害者の権利に関する条約」を、193 の国と地域が

「子どもの権利条約」を締約し、すべての自国民に対するコミットメント（約束）を表明して

いる。 

締約するだけでは十分ではない。条約の約束を守るためには、その施行に力を注ぐだけでな

く、きちんと監視し、すべての関係者が説明責任と遵守状況に揺るぎないコミットメントを維

持し続けることが必要である。そのプロセスでは、政府、地元当局、雇用主、障がい者組織、

障がい者の親たちが作る組織による努力も必要である。国際機関やドナーたちは、こうした機

関に合わせた支援を実施することができるであろう。 
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差別差別差別差別とととと闘闘闘闘うううう    

障がいのある子どもたちとその家族が直面する課題の根底の多くには差別がある。平等な権利

と非差別の原則は、法律や政策に反映されなければならず、この原則を支えるためには、保

健、教育、保護といった分野で子どもたちに必須サービスを提供している人々をはじめとする

一般市民の障がいに対する認識を高める必要がある。 

「障害者の権利に関する条約」の締約国と国連およびその関連機関は、障がいのある子どもた

ちとその家族に対する考え方を変えるため、認識向上キャンペーンの実施を約束している。ま

た締約国は、搾取、暴力、および虐待の回避、報告の方法に関する情報を、障がいのある子ど

もたちの家族に提供する義務を有している。 

国際機関国際機関国際機関国際機関、、、、ならびにならびにならびにならびに彼彼彼彼らがらがらがらがパートナーシップパートナーシップパートナーシップパートナーシップをををを組組組組んでいるんでいるんでいるんでいる政府政府政府政府ややややコミュニティコミュニティコミュニティコミュニティはははは、、、、障害障害障害障害のあるのあるのあるのある

子子子子どものどものどものどもの権利権利権利権利、、、、能力能力能力能力、、、、課題課題課題課題についてについてについてについて、、、、政府高政府高政府高政府高官官官官やややや公務員公務員公務員公務員たちにたちにたちにたちに理解理解理解理解してもらうことでしてもらうことでしてもらうことでしてもらうことで、、、、偏見偏見偏見偏見をををを

克服克服克服克服するするするする努力努力努力努力をすることができるをすることができるをすることができるをすることができる。。。。障障障障がいがいがいがい者者者者のののの親親親親たちがたちがたちがたちが作作作作るるるる組織組織組織組織はははは、、、、主要主要主要主要なななな役割役割役割役割をををを担担担担うことがうことがうことがうことが

できできできでき、、、、障障障障がいのあるがいのあるがいのあるがいのある子子子子どもたちがどもたちがどもたちがどもたちが、、、、家族家族家族家族ととととコミュニティコミュニティコミュニティコミュニティからからからから尊重尊重尊重尊重されされされされ、、、、大切大切大切大切にされるようにされるようにされるようにされるよう、、、、組組組組

織織織織のののの強化強化強化強化がががが図図図図られるべきであるられるべきであるられるべきであるられるべきである。。。。    

障がいを理由に差別をするのは、迫害の一種である。障がいのある子どもたちの脆弱性を軽減

するためには、差別からの保護をはっきりと法律の形で確立することが必要である。障がいを

理由に差別をしてはならないという法律がないところでは、そうした法律の成立を求める推進

役として、障がい者団体と市民社会全体が主要な役割を担うことになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ベトナムのダナン・インクルーシブ教育リソース・センターで、ニー

ズに合った授業を受ける自閉症のグエン。障がいのある子どもたち

が、メインストリームの学校にインクルーシブな形で入学できるよ

う、こうしたセンターがいくつか作られている。 

© UNICEF/Viet Nam/2012/Bisin 
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「「「「障害者障害者障害者障害者のののの権利権利権利権利にににに関関関関するするするする条約条約条約条約」」」」とそのとそのとそのとその選択議定書選択議定書選択議定書選択議定書：：：：署名国署名国署名国署名国およびおよびおよびおよび批准批准批准批准状況状況状況状況 
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※欧州連合（EU）を含む。 

出典：国連障害者の権利条約に関する公式ページ：国連条約コレクション。定義については 38 ページをご覧下さい。 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

インクルージョンインクルージョンインクルージョンインクルージョンをををを阻阻阻阻むむむむ障壁障壁障壁障壁をををを取取取取りりりり除除除除くくくく    

子どもたちの環境―学校、保健センター、公共交通機関など―はすべて、障がいのある子ども

たちが利用しやすくし、友達や同年代の子どもたちと一緒に参加できるよう配慮することがで

きる。子どもたちが各個人の能力の違いを超えて互いに交流し理解し合うと、すべての子ども

たちに恩恵がもたらされるはずである。ユニバーサル・デザインの原則―なるべく多くの人た

ちが使えるようにデザインする方法―は、インクルーシブな学校カリキュラム作り、職業訓

練、プログラムの策定や、さらには子どもの保護に関する法律、政策、サービスにも適用でき

る。 
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あらゆる環境における、あらゆる形態の搾取、暴力、および虐待から、障がいのある子どもた

ちを守るために必要な法的、行政的、教育的措置の導入および実施は、政府が主要な役割を担

わなければならない。障がいのある子どもたち向けに別の制度を確立するのは適切ではない。

目標は、すべての子どもたちにふさわしく、すべての子どもたちが利用することのできる、イ

ンクルーシブで質の高い子どもの保護を保障できるメカニズムである必要がある。 

そのそのそのそのメカニズムメカニズムメカニズムメカニズムのひとつがのひとつがのひとつがのひとつが出生登録出生登録出生登録出生登録でありでありでありであり、、、、子子子子どものどものどものどもの保護保護保護保護のののの必須要素必須要素必須要素必須要素であるであるであるである。。。。障障障障がいがいがいがいのあるのあるのあるのある子子子子

どもたちどもたちどもたちどもたちをををを出生登録出生登録出生登録出生登録しししし、、、、それによりそれによりそれによりそれにより、、、、彼彼彼彼らのらのらのらの存在存在存在存在をををを明明明明らかにすることはらかにすることはらかにすることはらかにすることは、、、、優先事項優先事項優先事項優先事項としなけれとしなけれとしなけれとしなけれ

ばならないばならないばならないばならない。。。。 

施設収容施設収容施設収容施設収容にににに終止符終止符終止符終止符をををを    

施設は、たとえ健全に運営され、子どもたちのニーズへの対応がなされ、監督がなされるとし

ても、愛情のこもった育児が行われる家庭生活と肩を並べることはできない。施設への過度の

依存を減らすための当面の措置として、一時的に新たな入所を認めない措置をとるべきであ

る。ただしこれを行うには、家庭ベースのケアとコミュニティー・ベースのリハビリテーショ

ンの促進、支援強化が同時に必要である。さらに、子どもたちが最初の段階で施設へ送られる

ような事態にならぬよう、対策を講じる必要がある。これには、障がいのある子どもたちとそ

の家族が利用できる即応力のある公共サービス、学校、医療制度の構築などが考えられる。 

家族家族家族家族をををを支援支援支援支援するするするする    

家族の中に障がい者がいると、生活費の負担が重くのしかかったり、所得を得る機会を失った

りすることがたびたびあるため、貧困に陥ったり、貧困から抜け出せなくなったりする。貧困

に陥ると、リハビリテーションや支援技術といったサービスを受けるのがさらに困難となる。 

社会政策では、障がいに伴う金銭的費用と時間費用が考慮されるべきである。このようなコス

トは、社会手当、交通費に対する助成金、あるいは個人的支援やレスパイト・ケアによって補

うことができる。現金給付は管理が簡単で、障がいのある子どもたちやその家族の特定のニー

ズを満たす柔軟性も併せ持っている。また、親や子どもたちの意思決定権も尊重されることに

なる。困難な状況で生活している家庭向けの現金支給プログラムがすでに導入されているので

あれば、障がいのある子どもたちの家族がうっかり取り残されたり、あるいは十分な支援を受

けられなかったりすることがないよう、プログラムを調整する必要がある。 

＊障がい者と一緒にいる家族が心身の疲れを癒す目的で休養をとれるような支援 

最低基準最低基準最低基準最低基準よりよりよりより上上上上をををを目指目指目指目指せせせせ    

現行の支援やサービスは、継続的に評価をし続け、最低基準を満たすことで満足せず、可能な

限り最高の品質を目指すべきである。焦点は、制度や社会全体を変革すると同時に、障がいの

ある子ども各個人にも焦点をあてたものでなければならない。 
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サービスの評価に、障がいのある子どもたちとその家族を継続的に参加させていくことによ

り、子どもたちが成長してニーズが変化したときでも、確実に十分かつ適切なサービスを提供

していくことができるようになる。こうした参加の重要性は、どれだけ誇張してもし過ぎるこ

とはない。障がいのある子どもたちや若者というのは、障がい者が何を必要とし、ニーズが満

たされているかどうかということについての、最も信頼できる情報源のひとつなのである。 

子子子子どもへのどもへのどもへのどもへの支援支援支援支援サービスサービスサービスサービスをををを上手上手上手上手にににに調整調整調整調整せよせよせよせよ    

障がいの影響はさまざまな分野にまたがっているため、障がいのある子どもたちやその家族が

直面しているあらゆる困難が考慮されるようサービスを調整する必要がある。保健、教育、福

祉の各部門の垣根を取り払い、上手に調整した早期支援プログラムを導入すれば、早い段階で

障がいを特定することができ、管理の促進に役立つ。子どもの発育の早い段階で支援を行えば

行うほど、機能的能力の回復も高いことが各種の調査により明らかにされている。人生の早期

に障壁が取り除かれた場合には、障がいのある子どもたちが直面するさまざまな障壁の複合的

影響が軽減される。 

能力の向上は、障がいのある子どもたちを受け入れ、その教育的ニーズを満たす意志と能力が

学校制度に備わっていると、より大きな効果をもたらすことになる。さらに、障がいのある

人々の雇用を促進するための、学校から仕事へのインクルーシブな移行プログラムと経済全体

の取り組みもあると、学校教育を受けることがさらに有意義なものになるであろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障がいのある子も障がいのない子も一緒になって、学園行事に参加（バングラデシュ）

c) UNICEF/BAN2007-00655/Siddique 

 

 

バングラデシュにて、学園祭に参加する障がいのある子どもたちと

障がいのない子どもたち 

©UNICEF/BAN2007-00655/Siddique 
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＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

条約条約条約条約、、、、選択議定書選択議定書選択議定書選択議定書、、、、署名署名署名署名およびおよびおよびおよび批准批准批准批准 

条約条約条約条約とは、多数の締約国間で結ばれる正式な多国間協定のことである。 

条約に対する選択議定書選択議定書選択議定書選択議定書とは、追加の権利または義務を制定することで原協定を補完するため

の法的規約である。このような議定書は、当該条約の締約国が自動的にその条項に縛られるの

ではなく、自主的に批准しなければならないという意味で「選択」なのである。したがって、

国によっては、条約は批准しているがその選択議定書は批准していないというケースもあり得

る。 

大半の場合、国は「署名」と「批准」という 2つの手順を踏んで条約の締約国になる。 

条約条約条約条約へのへのへのへの署名署名署名署名を行うことにより、国は当該条約の内容および国内法との両立性について検証す

るための手順を踏む意思があることを示すことになる。署名をしただけでは、条約の条項に縛

られる法的義務を負うことにはならないが、署名国には、条約の目的を踏み外す行動は起こさ

ないようにすることが暗に求められることになる。 

批准批准批准批准とは、国が条約の条項に法的に縛られることに合意するための具体的行動のことである。

その手順は、それぞれの国に特有の法体系によって異なる。場合によっては、国が条約や選択

議定書に加入加入加入加入することもある。加入加入加入加入というのは、本来最初に行う署名という手順を踏まずに、

条約や選択議定書を批准することである。 

詳細な定義は、http://treaties.un.org/Pages/overview.aspx?path=overview/definition/page1_en.xmlを参

照。 障害者の権利に関する条約は<http://treaties.un.org/doc/Publication/CTC/Ch_IV_15.pdf>を参

照。 選択議定書は<http://treaties.un.org/doc/Publication/CTC/Ch-15-a.pdf>を参照。 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

意思決定意思決定意思決定意思決定にあたってはにあたってはにあたってはにあたっては障障障障がいのあるがいのあるがいのあるがいのある子子子子どもたちのどもたちのどもたちのどもたちの意見意見意見意見をををを    

障がいのある子どもたちと若者たちは、インクルーシブな社会の構築に向けた取り組みの中心

となるべきである。単なる受益者としてではなく、変革の主体としてである。自分たちのニー

ズが満たされているかどうか、自分たちの貢献が活用されているかどうかに関する情報を提供

する、独特の役割を担うことができるからである。 

「子どもの権利条約」と「障害者の権利に関する条約」の締約国は、障がいのある子どもたち

が自らのことに関係するすべての事柄に意見を述べる権利があることを確認しており、障がい

のある子どもたちに関係する法律や政策の策定および施行の際には、対象となる子どもたちの

意見を聞くことを自らに義務付けている。したがってしたがってしたがってしたがって、、、、政策決定者政策決定者政策決定者政策決定者たちはたちはたちはたちは、、、、障障障障がいのあるがいのあるがいのあるがいのある子子子子どどどど

もやもやもやもや若者若者若者若者たちがたちがたちがたちが簡単簡単簡単簡単ににににアクセスアクセスアクセスアクセスしししし、、、、利用利用利用利用できるできるできるできる方法方法方法方法でででで意思疎通意思疎通意思疎通意思疎通をををを図図図図るべきであるるべきであるるべきであるるべきである。。。。 
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自らの意見を聞いてもらう権利は、すべての子どもたちが有している。自分の考えを表明でき

る子どもは、虐待や搾取の被害に遭う可能性がかなり低い。逆に言えば、虐待や搾取というの

は、子どもたちが自分の受けている迫害に異議を唱える手段を持たないところで頻繁に発生す

るのである。施設で暮らしている子どもたちのように、社会から取り残されたグループにとっ

ては、参加することが特に重要となる。 

グローバルグローバルグローバルグローバルなななな約束約束約束約束、、、、地元地元地元地元でででで検証検証検証検証    

「障害者の権利に関する条約」および「子どもの権利条約」の約束を果たすには、国際的な機

関およびドナー、並びに国内と地元のパートナーが、あらゆる開発プログラムの目的、目標、

およびモニタリング指標に、障がいのある子どもたちを含めると良い。 

計画立案およびリソース（資源）配分を支援するには、また、障がいのある子どもたちをはっ

きりと開発アジェンダに含めるには、信頼性の高い客観的データが不可欠となる。必要な統計

作業には時間がかかるかもしれないが、世界中のドナーが、障がいに関して協調して研究にあ

たれば、はずみがつくはずである。その間、計画、プログラム、および予算は、さらなる情報

が入手できたときには、修正を加えられるように設計しておけば良いのである。 

全世界的な努力、国内的な努力がうまくいっているかどうかは、現場レベル実証されるもので

ある。果たして、障がいのある子どものすべてが、たとえどのような遠隔地でも、また、どの

ように困窮した状況においても、ほかの子どもたちと同様に、彼ら、あるいは彼女らの権利―

これにはサービス、支援、機会をも含む―を享受できているのかどうかで決まるのである。 
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「「「「世界世界世界世界のどこかでのどこかでのどこかでのどこかで、、、、君君君君はははは歩歩歩歩けないのだからけないのだからけないのだからけないのだから遊遊遊遊んではいけないんではいけないんではいけないんではいけない、、、、

とととと言言言言われているわれているわれているわれている男男男男のののの子子子子がいるがいるがいるがいる。。。。世界世界世界世界のどこかでのどこかでのどこかでのどこかで、、、、あなたはあなたはあなたはあなたは目目目目がががが

見見見見えないのだからえないのだからえないのだからえないのだから勉強勉強勉強勉強することはできないすることはできないすることはできないすることはできない、、、、とととと言言言言われているわれているわれているわれている女女女女

のののの子子子子がいるがいるがいるがいる。。。。しかししかししかししかし、、、、このこのこのこの男男男男のののの子子子子にもにもにもにも遊遊遊遊ぶぶぶぶ機会機会機会機会はははは提供提供提供提供されるべされるべされるべされるべ

きであるきであるきであるきである。。。。またまたまたまた、、、、このこのこのこの女女女女のののの子子子子がががが    ――――    そしてすべてのそしてすべてのそしてすべてのそしてすべての子子子子どもたどもたどもたどもた

ちがちがちがちが――――読読読読みみみみ、、、、学学学学びびびび、、、、社会社会社会社会にににに貢献貢献貢献貢献できればできればできればできれば、、、、みんながみんながみんながみんなが恩恵恩恵恩恵恩恵をををを受受受受けけけけ

ることができるはずだることができるはずだることができるはずだることができるはずだ。。。。 

 
このこのこのこの先先先先のののの道道道道にはにはにはには困難困難困難困難がががが横横横横たわっているであろうたわっているであろうたわっているであろうたわっているであろう。。。。しかししかししかししかし、、、、子子子子どどどど

もたちはもたちはもたちはもたちは不必要不必要不必要不必要なななな限界限界限界限界をををを設設設設けるのをけるのをけるのをけるのを嫌嫌嫌嫌うううう。。。。だとしたらだとしたらだとしたらだとしたら、、、、私私私私たちたちたちたち

もももも、、、、限限限限界界界界をををを設設設設けるべきではないけるべきではないけるべきではないけるべきではない」」」」 

アンソニーアンソニーアンソニーアンソニー・・・・レークレークレークレーク 

ユニセフユニセフユニセフユニセフ事務局長事務局長事務局長事務局長 
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